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建設業における働き方改革について

中国地方整備局



建設産業の現状と課題
および法改正等の施策について
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政府投資額（兆円）

民間投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

（年度）
出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については令和４年度（2022年度）まで実績、令和５年度（2023年度）・令和６年度（2024年度）は見込み、令和７年度（2025年度）は見通し

※平成27年度の建設投資額から建築補修（改装・改修）投資額を新たに計上している
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年（2011年）は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

○ 建設投資額はピーク時の平成４年度：約84兆円から平成22年度：約42兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、
令和７年度は約76兆円となる見通し（ピーク時から約10％減）。

○ 建設業者数（令和６年度末）は約48万業者で、ピーク時（平成11年度末）から約20％減。
○ 建設業就業者数（令和７年平均）は478万人で、ピーク時（平成９年平均）から約30％減。

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（H9年平均）

就業者数
ピーク時比
▲30.2%

478万人
（令和７年平均）

484千業者
（令和6年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲19.5%

75.6兆円
(令和７年度見通し)

建設投資
ピーク時比
▲10.0％

許可業者数のピーク
601千業者（H11年度末）

建設投資のピーク
84兆円（H4年度）

就業者数：619万人
許可業者数：531千業者



○建設業就業者は、55歳以上が36.6％、29歳以下が11.9%と高齢

化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。

出典：総務省「労働力調査」 （暦年平均）をもとに国土交通省で作成※１

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）をもとに国土交通省で作成※１※２

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※１ 平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値 ※２ グラフ上の数値は、記載単位未満の位で四捨五入してあるため、総数と内訳の合計とは必ずしも一致しない）

建設業就業者の現状

（％）

＜就業者数ピーク＞ ＜建設投資ボトム＞ ＜最新＞

○建設業就業者： 685万人（H9） → 504万人（H22） → 478万人（R7）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 41万人（R7）

○技能者 ： 455万人（H9） → 331万人（H22） → 296万人（R7）
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建設業従事者数と全産業に占める割合の推移

技能者 技術者
管理的職業・事務従事者 販売従事者等

その他 全産業に占める建設業従事者の割合
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全産業（５５歳以上）

建設業（５５歳以上）

全産業（２９歳以下）

建設業（２９歳以下）

建設業：５５歳以上は約４割

全産業（５５歳以上）

建設業：２９歳以下は約１割

全産業（２９歳以下）



52.3% 10.4% 28.2% 4.1%4.6%
0.4%

51.7% 10.7% 29.8% 3.9%
3.4%

0.5%

15.8% 15.0% 46.6% 11.5% 10.7%
0.4%

9.0% 15.9% 47.6% 13.8% 12.7% 1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
4週8休(週休2日)以上 4週7休程度 4週6休程度 4週5休程度 4週4休程度以下 不定休

29.4% 14.1% 38.7% 9.3% 7.6%
1.0%

28.6% 13.8% 39.6% 9.2% 8.2%
0.6%

出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」
年度報より国土交通省作成

建設業について、年
間 の 出 勤 日 数 は 全
産業と比べて10日多
い。また、年間の総実
労働時間は全産業と
比べて48時間長い。

出典：国土交通省「令和６年度 適正な工期
設定による働き方改革の推進に関す
る調査」
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産業別年間出勤日数
（日）

10日

調査産業計建設業 製造業

○厚生労働省「毎月勤労統計調査」
パートタイムを除く一般労働者

建設業における平均的な休日の取得状況

公共工事の方が、「4週8休(週休2日)以上」の割合が高い

全体

公共工事
の受注が
ほとんど

民間工事
の受注が
ほとんど

技術者

技術者

技能者

技能者

技能者
技術者

「4週6休程度」が最多 技術者・技能者ともに４
週８休(週休２日)の確
保ができていない場合
が多い。
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産業別年間実労働時間
（時間）

48時間

調査産業計建設業 製造業

31時間

（年度）

○厚生労働省「毎月勤労統計調査」
パートタイムを除く一般労働者

11日

建設産業における働き方の現状



建設業法・入契法改正の背景と方向性

背景 方向性

担い手の確保が困難

H9 R5

685万人
479万人

10%
7%

建設業就業者

賃金

508万円/年
432万円/年(▲15.0%)

労働時間

1,956時間/年
2,018時間/年(＋3.1%) 

契約変更
なし
43%一部

契約変更
38%

全て
契約変更
19%

N=1333(未定を除く)

就労状況の改善 → 担い手の確保

「地域の守り手」として持続可能な建設業へ

○ 建設業は、他産業より賃金が低く、就労時間も⾧い

○ 資材高騰分の適切な転嫁が進まず、労務費を圧迫

○ 時間外労働の罰則付き上限規制が適用開始

資材価格高騰分の転嫁状況

出典：一般財団法人建設物価調査会「建設資材物価指数」
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140.0

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年※

資材費の高騰（指数）

※１～10月の平均

全就労者に
占めるシェア

出典： 総務省「労働力調査」を
基に国土交通省算出

出典： 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和５年）

出典： 国土交通省「適正な工期設定等による働き方
改革の推進に関する調査」（令和４年度）

建設業が「地域の守り手」等の役割を果たしていけ

るよう、時間外労働規制等にも対応しつつ、処遇改善、

働き方改革、生産性向上に総合的に取り組む。

処遇改善

労務費への
しわ寄せ防止

働き方改革
・

生産性向上
… 労働時間の適正化
… 現場管理の効率化

… 資材高騰分の転嫁

… 賃金の引上げ
建設業※

全産業
出典： 厚生労働省「毎月勤労統計調査」（令和５年度）

建設業就業者

※賃金は「生産労働者」の値



第三次・担い手３法（令和６年改正）の全体像



「工期に関する基準」は、適正な工期の設定や見積りにあたり発注者及び受注者（下請負人を含む）が考慮すべき事
項の集合体であり、建設工事において適正な工期を確保するための基準である（令和２年７月作成）。

令和６年４月からの建設業の時間外労働規制適用を踏まえ、規制の遵守の徹底を図るべく、同年３月に同基準を改定。

第２章 工期全般にわたって考慮すべき事項

（１）自然要因
（２）休日・法定外労働時間
（３）イベント
（４）制約条件
（５）契約方式

第１章 総論
（１）背景
（２）建設工事の特徴
（３）建設工事の請負契約及び工期に関する考え方
（４）本基準の趣旨
（５）適用範囲
（６）工期設定における受発注者の責務

第３章 工程別に考慮すべき事項
（１）準備 （２）施工 （３）後片付け

第５章 働き方改革・生産性向上に向けた取組について
（優良事例集）

第６章 その他
（１）著しく短い工期と疑われる場合の対応
（２）建設資材価格高騰を踏まえた適切な価格転嫁の対応
（３）基準の見直し

第４章 分野別に考慮すべき事項
（１）住宅・不動産（２）鉄道（３）電力（４）ガス

（６）関係者との調整
（７）行政への申請
（８）労働・安全衛生
（９）工期変更
（１０）その他

・受発注者間のパートナーシップ構築が各々の事業継続上重要。

・受注者は、契約締結の際、時間外労働規制を遵守した適正な工期
による見積りを提出するよう努める。

・発注者※は、受注者や下請負人が時間外労働規制を遵守できる工
期設定に協力し、規制違反を助長しないよう十分留意する。

・発注者※は、受注者から、時間外労働規制を遵守した適正な工期
による見積りが提出された場合、内容を確認し、尊重する。

※下請契約における注文者も同じ

・資材の納入遅延や高騰は、サプライチェーン全体で転嫁する必要。

・自然要因（猛暑日）における不稼働を考慮して工期設定。

・十分な工期確保や交代勤務制の実施に必要な経費は請負代金の
額に反映する。

・勤務間インターバル制度は、安全・健康の確保に有効。

・会社指揮下における現場までの移動時間や、運送業者が物品納
入に要する時間も労働時間に含まれ、適切に考慮して工期を設定。

・本基準を踏まえた適正な工期設定は、契約変更でも必要。

・各業界団体の取組事例等を更新。

「工期に関する基準」 改正の概要 （令和６年３月）



価格転嫁・工期変更協議の円滑化ルールの詳細

「資材高騰等のおそれ」
通知する義務

受注者注文者

「変更方法」に従って
請負代金変更の協議

誠実な協議の努力

資材高騰等が顕在化したとき

【契約前】

【契約後】

契約前に、資材高騰等のリスクを注文者・受注者の双方が共有
⇒契約後、実際に発生した場合の変更協議を円滑化

【「おそれ」情報の具体的内容】
天災などの自然的又は人為的な事象により生じる、
・主要な資機材の供給の不足／遅延又は資機材の価格の高騰
・特定の工種における労務の供給の不足又は価格の高騰
※契約時に未発生の自然的事象に起因する事象については、発生の蓋然性を合理的に説明できる場
合を除き事前に予測することは困難と考えられることから、通知が義務づけられる情報とは想定しがたい。

【「おそれ」情報の通知方法】
・受注者の通常の事業活動において把握できる、一定の客観性を有する統計資料等
に裏付けられた情報が根拠

※国や業界団体の統計資料、報道記事、下請業者・資材業者の記者発表など

・書面又はメール等の電磁的方法により、見積書交付等のタイミングで通知

注文者は、受注者の協議申出に対して、協議のテーブルに着いたうえで、
変更可否について説明する必要
【「誠実」に協議に応じていないと思われる例】
・協議の開始自体を正当な理由なく拒絶
・協議の申出後、合理的な期間以上に協議開始をあえて遅延
・受注者の主張を一方的に否定or十分に聞き取らずに協議を打ち切る

受注者注文者

令和６年12月からの施行に際して、制度運用上の留意点をとりまとめたガイドライン*を公表

契約書（イメージ）
第○条 請負代金の変更方法
・ 材料価格に著しい変動を生じたときは、
受注者は、請負代金額の変更を請求できる。

・ 変更額は、協議して定める。協議に当
たっては、工事に係る価格等の変動の内容
その他の事情等を考慮する。

おそれ情報の通知(受注者) 

なお、事前通知がなかったことのみでは、
協議を拒む理由にはならない
⇒契約上の「変更方法」に基づき適切に協議

誠実協議（注文者）

「契約変更を認めない」契約も、契約書の法定記載事項として認められない
請負代金等の「変更方法」を契約書の法定記載事項に

*建設業法令遵守ガイドライン *発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン



中東情勢の変化を踏まえた建設工事の円滑な施工のための対応

〇改正建設業法に基づく規定の遵守、活用
・通常必要と認められる材料費等の額を著しく下回る見積りや見積りの変更依頼の禁止
・資材価格の高騰など「おそれ情報」を事前に注文者に通知し、契約変更の協議を円滑に行う制度の活用

4月14日（火） 国土交通省→建設業団体
溶剤等の流通における目詰まり箇所の特定状況を踏まえ、再度溶剤等に関する安定的な調達に関する取り組
みへの協力を周知・依頼

〇最新の実勢価格を適切に反映した予定価格の設定
〇スライド条項の適切な運用
〇契約後の想定外の納期遅延のおそれに対応した工期の延長等
〇最新の情勢（供給量、価格）の把握、受注者からの相談対応等

3月31日（火） 国土交通省・総務省→自治体など公共発注者
中東情勢の変化等による原材料・エネルギーの取引価格を反映した、適正な請負代金の設定、適正な工期の
確保について要請

3月27日（金） 国土交通省→建設業団体・民間発注団体
建設業に関し、中東情勢の変化等による原材料・エネルギー価格の上昇を踏まえ、適切な価格転嫁等について
中小受託事業者に配慮するよう要請するとともに、セーフティネット貸付制度等について周知

4月8日（水） 国土交通省→建設業団体
溶剤等に関する安定的な調達に関する取組への協力を周知・依頼

4月30日（木） 国土交通省→建設業団体
全ての建設資材について、前年同月同量を基本とする発注を行うなど、工事予定に見合った適切な調達要請を
行うとともに、相談窓口の活用等について再周知

5月27日（水） ①国土交通省→建設業団体・民間発注団体 ②国土交通省・総務省→自治体など公共発注者
中東情勢を踏まえた価格転嫁・適切な工期設定等について改めて要請 9



建設Gメンによる調査等の実施（契約段階における実効性確保策）



•
•
•

•

•
•
•
•
•



３．建退共制度の見直し
○ 建退共の電子申請システムとの連携により、CCUS

タッチで建退共掛金が蓄積

○ 退職金1,000万円以上を目指して、複数掛金制度に
おいてCCUSレベルの活用を検討

建設業政策におけるCCUSの位置づけ・利活用 CCUSを取り巻く環境は、１．第３次・担い手三法の施行、２．育成就労制度の導入、３．建退共制度の見直
しにより、本格運用開始以来の大変革期を迎えている。

 CCUS能力評価の位置付けは大幅に強化され、業界共通のインフラとしての役割はより一層重要に。

２．育成就労制度の導入１．第３次・担い手三法の施行

労務費に関する基準

建設キャリアアップシステム
（CCUS）

②「自主宣言制度」
○ CCUS活用が必須項目の１つ
○ 雇用する技能者のCCUS詳細登録が必須
○ 自主宣言を行うことで経審において加点

○建設業者に対し、労働者の知識、技能等の評価に基づく賃金
支払い等を行うことを努力義務化

①「CCUSレベル別年収」
○「目標値」と「標準値」の２つの水準の値を設定
○「目標値」を適正な賃金としての支払いを推奨
○「標準値」を下回る支払いは、労務費のダンピングの恐れがないか重点的に確認

○ 育成就労も、企業はCCUSを登録、労働者は
CCUSに登録していることが必須

○ 技能実習に比べ、キャリアパスとしての活用が
より重要に

○ 「外国人就労管理システム」、入管庁の「在留情報」と
CCUSを連携

ピッ！



CCUSの就業履歴の蓄積について

12

○ CCUSの就業履歴の蓄積については、高価なカードリーダーの設置が障壁となっていた。
○ そのため、１．カードリーダー設置の支援、２．カードリーダー以外の手法の拡大を図ることにより、

就業履歴を蓄積できる環境の整備を促進してきたところ。

１．カードリーダー設置の支援 ２．カードリーダー以外の手法の拡大

※ 厚生労働省によるカードリーダー設置の助成金は、
令和7年度から発展的に解消。

＜①安価なカードリーダーの普及＞

＜②カードリーダーの無償貸与＞

＜①iPhoneでの読み取り＞

＜②電話認証・顔認証＞

＜③QRコードの読み取り＞

安価なカードリーダー

3,000円程度～

従来のカードリーダー

1万円～3万円程度

・従来のカードリーダーと比べて、1/3～1/10程度の
金額のカードリーダーを導入。
【令和5年8月～】

・建設業振興基金から元請事業者に対し、カードリー
ダーを1台無償貸与（モニター後のカードリーダー返却
不要。新規に事業者登録をする事業者が対象）。
【令和4年12月～令和8年9月（予定）】

・CCUSカードを、iPhoneで読み取り可能になるよう、
管理者向けアプリ（「建レコ」）を改修。
【令和6年1月～】

・携帯電話の発信や顔認証により、
カードリーダーがなくても就業履歴を
蓄積可能とするシステムを導入。
【令和3年10月～】
※令和5年10月～令和8年3月は、初期費用を無料にする
キャンペーン実施。

必要最小限の機能にしぼったライトプランを新設
【令和8年4月～】

・ CCUS登録技能者向けアプリ「建キャリ」で

表示したQRコードを読み込ませることで、
履歴蓄積可能とする（ CCUSカードも不要。）
【令和7年8月～】



○ 改正建設業法の全面施行や育成就労制度の導入等といった、建設技能者を取り巻く制度的環境の激変へ迅速に
対応するとともに、一定の周知期間を確保する観点から、令和9年（2027年）3月31日をもって簡略型登録の新
規・更新申請を終了。以降は詳細型登録に一本化。

○ 現に簡略型登録を経た技能者については、次回更新時に詳細型へ移行（任意の前倒し移行も可）。
○ 詳細型登録手数料については、簡略型に比して詳細型の事務処理コストが高額であること等を踏まえ、中⾧期の収

支に大きな影響が生じないよう配意しつつ、当分の間、所要の引き下げを実施。
○ あわせて、詳細型登録による最大のメリットである能力評価受検を加速するため、当分の間現行の支援措置を継続。

技能者登録 2段階登録方式
簡略型登録料:2,500円
詳細型登録料:4,900円
※簡略型から詳細型への移行:2,400円

技能者登録 詳細型のみ
簡略型登録 :廃止
詳細型登録料:当分の間4,000円～4,500円を想定
※簡略型から詳細型への移行:1,500円～2,000円を想定

現行 見直し後（令和9年（2027年）4月1日～）予定

１．開始時期
令和9年（2027年）4月1日

２．対象者
新規申請技能者及び更新申請技能者
※令和9年（2027年）4月1日より前に簡略型で登録された技能者は、次回更新時に詳細型へ移行。

３．技能者登録料
当分の間4,000円～4,500円/人への引き下げを想定
※引き下げ措置の終期については、詳細型への移行や技能者登録更新の進捗状況やこれを踏まえた中期的収支の見通しを踏まえ、令
和10年度（2028年度）以降に決定。

４．その他
現在、時限的（令和8年（2026年）3月末まで）に実施している能力評価に係る評価手数料の全額支援を当面の間延⾧する。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

令和８年度
土木工事積算基準等の改定について



１．（１） １） 建設業における多様な働き方の実現に向けた支援

○ 直轄工事における試行を通じて、建設業は完全週休２日を含む週休２日が可能な業界であることを確認。
○ 他方、地域の実情や現場の状況等により、多様な働き方が求められている状況を踏まえ、最新の知見・技術を総動員した多

様な働き方の実現を目指していく。
※直轄土木工事は「工事における週休２日の取得に要する費用の計上について（試行）」等による試行は完了とし、多様な働き方の実現を支援してまいります。

これまでの週休２日の推進と今後の働き方のあり方

100%

99.6%

97.4%

88.5%

45.1%

20.0%

0% 50% 100%

工 事



（１－１）猛暑期間を回避した工事発注
・猛暑日（WBGT値）を考慮した工期設定

・発注者による、猛暑期間の現場施工を回避する工夫（準備工、工場
製作等）により、工期設定

（１－２）猛暑期間を休工可能とする工事発注

・猛暑期間を休工可能とする工事発注の実現に向け、効果や必要とな
る費用・取組の調査を目的とした試行工事の実施【新規】

（１－３）猛暑期間における現場施工回避の協議の明記
・宇都宮国道事務所等において、試行的に実施
・特記仕様書への記載を他事務所に展開【新規】

（１－４）猛暑時間の施工回避

・現場環境に応じて、作業の開始時間、終了時間を、監督職員と協議
の上、柔軟に設定

・早朝・夜間施工に係る警察や地元等への協議について、必要がある
場合、発注者が協力すること等について、特記仕様書へ記載【新規】

（１－５）１年単位の変形労働時間制（１－２～１－４とセット）
・１年単位の変形労働時間制の活用に向けた関係者との連携【新規】

（１－６）適切な設計図書の作成

（１－７）労働実態の把握

【概要】
○建設業の担い手を確保するため、他産業と遜色のない労働条件・労働環境の実現が必要
○猛暑は今後も続くと想定され、厳しい作業環境において、地域の実情を踏まえ、最新の知見・技術を総動員した多様な働き方の実現が必要
○施工者の自主性を尊重しつつ、地域の実情や現場の状況等に応じて、受注者が施工の時期、時間や方法を柔軟に選択できるよう、工期の設定、

新技術の導入や熱中症対策に係る費用等について支援する取組を「建設工事における猛暑対策サポートパッケージ」としてとりまとめ

来季に向けて実施する具体的な施策・取組

１．猛暑期間・時間の作業回避 ２．効率的な施工、作業環境の改善

３．猛暑対策に必要な経費等の確保

（２－１）i-Construction 2.0の推進
・施工・データ連携・施工管理のオートメーション化の取組を加速

（２－２）作業環境の改善
・個社毎の取組（定置式水平ジブクレーン、バイタルチェック機器等）

・技術開発の促進（SBIR制度による支援に向けた公募実施） 【新規】
・技術提案評価型S型を活用した、作業環境の改善に資する施工方法・
施工計画の工夫促進【新規】

（３－１）熱中症対策に係る経費
・現場管理費、現場環境改善費での熱中症対策費用の計上
・実態に応じた熱中症対策費用の確保【新規】

（３－２）直接工事費
・維持工事等で標準歩掛がない作業は見積り等による精算変更
・施工実態調査に基づく歩掛の見直し

建設工事における猛暑対策サポートパッケージ【概要版】

中長期的な課題への対応

・日給制の技能労働者の年間総労働時間・賃金を確保する方策
・１年単位の変形労働時間制の運用改善、生命・安全を守るための猛暑日における作業のあり方の議論

４．地方公共団体・民間発注者等への周知・要請、好事例の横展開

（４－１）工期における猛暑日考慮の徹底【新規】
・「工期に関する基準」の対応状況調査、働きかけ等

（４－２）工期以外の猛暑対策の推進【新規】

（４－３）好事例の横展開【新規】

令和７年１２月２３日公表（再掲）



１．（１） ２） 一般管理費等率の改定
工 事

○ 最新の本社経費の実態を反映し、一般管理費等率を改定。
○ 引き続き、適正な利潤が確保されるよう実態調査を継続していくとともに、公共工事に従事する者に対して適正な額の賃金が

支払われるよう、賃金・労働時間等の実態調査の取組を強化していく。

30億円超え500万円超え30億円以下500万円以下

9.74%-4.97802×LOG(Cp)+56.9210123.57%

30億円超え500万円超え30億円以下500万円以下

10.63%-5.21826×LOG(Cp)+60.0834325.13%

Cp:工事原価(円）
※前払金支出割合が３５％を超え４０％以下の場合

【現行】

【改定】

一般管理費等率の改定

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

500万 30億円

＜河川工事の場合＞
※直接工事費１億円の工事では、

一般管理費等率 約1.21%増
（約1.6百万円 増）



１．（２） １） 現場環境改善費の実施内容の見直しと拡充

現行 改定

○ 昨今の建設業を取り巻く状況を踏まえ、実施する内容を見直し。
○ より効果的な現場環境改善が図られるよう、実施内容の絞り込みを行うとともに、熱中症対策・防寒対策への充当を強化。

工 事

【猛暑対策サポートパッケージ関連】



⃝ 平成28年度より、直轄工事において快適トイレの原則化を実施。
⃝ 最新の調査実態を踏まえ、上限額を見直すとともに、更なる現場環境改善の推進の観点から、上限基数を撤廃。

（設置基数は、現場毎に必要性を協議の上、決定）

１．（２） ２） 快適トイレの費用計上の拡充 【機密性２】

R2年度単位

51,000円/基・月快適トイレ

102,000円/基・月ハウス型トイレ

快適トイレの費用計上（1基あたりの上限額）

※設置基数は、現場毎に必要性を協議の上、決定

工 事

R8年度単位

57,000円/基・月快適トイレ

※男女別で１台ずつ計２台まで計上可

１．快適トイレに求める機能

①洋式（洋風）便器
②水洗及び簡易水洗機能（し尿処理装置を含む）
③臭い逆流防止機能
④容易に開かない施錠機能
⑤照明設備
⑥衣類掛け等のフック、又は荷物の置ける棚（耐荷重を５kg以上とする）

２．付属品として備えるもの

⑦現場に男女がいる場合に男女別の明確な表示
⑧周囲からトイレの入口が直接見えない工夫
⑨サニタリーボックス（女性用トイレに必ず設置）
⑩鏡と手洗器
⑪便座除菌クリーナー等の衛生用品

３．推奨する仕様、付属品

⑫便房内寸法900×900mm 以上（面積ではない）
⑬擬音装置（機能を含む）
⑭着替え台
⑮臭気対策機能の多重化
⑯室内温度の調整が可能な設備
⑰小物置き場（トイレットペーパー予備置き場等）

快適トイレの標準仕様

※ハウス型等の場合、入口が別になっている場合に限り、
入口別に57,000円／基・月上限まで計上可能。



１．（３） 移動時間、作業休止時間等を踏まえた歩掛改定
工 事



１．（３） 移動時間、作業休止時間等を踏まえた歩掛改定
工 事



１．（３） 移動時間、作業休止時間等を踏まえた歩掛改定
工 事



１．（４） 施工規模に応じた標準歩掛（小規模歩掛等）の設定
工 事

土木工事標準歩掛 『13章 道路維持修繕』 ④道路打換え工 の例

小規模施工の場合で、標準歩掛を適用
せず、別途考慮すべき現場条件を記載

標準歩掛が適用出来ない範囲を記載

標準歩掛が適用出来る施工規模を記載

○ 土木工事標準歩掛の使用にあたって、積算者が適用可否の判断をしやすいように適用範囲及び施工方法などを詳
細化。



１．（４） 施工規模に応じた標準歩掛（小規模歩掛等）の設定
工 事

.
. .

切削作業 締固め作業舗装材舗設作業コンクリートはつり作業 断面修復（左官）作業 注入器具取付作業 注入材注入作業

○ 維持修繕に関係する工種（トンネル補修工）等で小規模施工を考慮した歩掛の制定、改定。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism  Chugoku Regional Deveropment Bereau

中国地方整備局における取り組み



○２０４４年の就労者数(中国地方)の予測は、２０２４年に比べ０．９１倍で減少の傾向。

○うち建設業従事者数(中国地方)の予測は、０．７７倍と大きく減少。

○このため、「生産性向上」、「働き方改革」による引き上げは重要。

0.98
0.97 0.96
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0.85
0.83

0.77
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0.82
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1.00

2024年 2029年 2034年 2039年 2044年

就労者数(中国地方) 建設業従事者数(中国地方) 【参考】建設業従事者数(全国)

※１ 総務省「労働力調査」を元に中国地方整備局が作成 ※２ 伸率は、２０２４年を1.00とした場合の変化率

単位：伸率就業者数の推移予測

中国地方の建設従事者数は

2044年に２３％減の予測

生産水準(1.00)

【生産性向上】
による引き上げ

【働き方改革】
による引き上げ

1.00

中国地方の建設業従事者の推移
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism Chugoku Regional Development Bureau

■令和7年度は第３次担い手３法の全面施行で、技能者の処遇改善に向けた商習慣をいかに現場レベル

まで浸透されるかが問われている。

■技能者の処遇改善と将来の担い手を確保し、技術力と生産性を競う健全な環境を築くため、中国地方

整備局では４つのアクションプランを導入し、建設業が地域の守り手として将来に持続するための取

り組みを新たに導入。

■令和7年度は第３次担い手３法の全面施行で、技能者の処遇改善に向けた商習慣をいかに現場レベル

まで浸透されるかが問われている。

■技能者の処遇改善と将来の担い手を確保し、技術力と生産性を競う健全な環境を築くため、中国地方

整備局では４つのアクションプランを導入し、建設業が地域の守り手として将来に持続するための取

り組みを新たに導入。

○ 第１弾 若手優秀技術者表彰導入 発 表 ：2/13

○ 第２弾 省人化チャレンジ導入 発 表 ：２/20

○ 第４弾 ２０２６DX推進計画策定 発 表 ： ３/ 6

○ 第３弾 猛暑サポートパッケージ 発 表 ：２/27
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【中国地整・担い手確保アクションプラン 第１弾】 【新規】
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【中国地整・担い手確保アクションプラン 第２弾】

中国地整「省人化チャレンジ」始動！ ～地域建設業の省人化技術へのﾁｬﾚﾝｼﾞを支援～

令和８年度４月から【新規】
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まだ見ぬ技術を発掘!

～土木分野以外の異分野技術も含めた、
「省人化技術プラットフォーム」を構築・運用～

「新たな省人化技術シーズ」の公募について
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（１－１）

（１－２）

（１－３）

（１－４）

【中国地整・担い手確保アクションプラン 第３弾】
「猛暑対策サポートパッケージ」の導入！

～多様な働き方を実現し、
建設業の未来を創造！～

Ｈ２８ Ｒ７
Ｒ８～
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【中国地整・担い手確保アクションプラン第４弾】
「中国地整インフラＤＸ推進計画２０２６」を策定

中国地整業務の効率化 建設現場の生産性向上

4.0m 5.0m

○中国地方整備局では、２０２２年度に「中国地整インフラDX推進計画」を策定し、２０２５年度までの４ヶ年を通じて、①中国地整が
行う業務の効率化に資する８１の取組と、②建設現場の生産性向上に資する取組を推進してきました。

○２０２６年度からの５カ年を新たに２ndステージと位置づけ、①AIの活用等による業務の大幅な効率化と、②i-Construction2.0の
実現に向けた取組を集中的に実施し、真のデジタル・トランスフォーメーションへの昇華を目指します。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism  Chugoku Regional Deveropment Bereau

２０２６年度

中国地方整備局
インフラＤＸ推進計画

令和８年３月６日



２０２６年度 中国地方整備局の ｉ-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ
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➣直轄工事でのICT複数工種実施の標準化
➣中国LightICTの試行完了
➣地方公共団体でのICT活用工事の拡大

方 針

ＩＣＴ技術を活用した施工を「標準」へ
５年後の
目指す姿

➣省人化建設機械の普及
➣遠隔操縦建設機械、無人化に資する建設機械の活用拡大
➣地元建設業における省人化に資する新技術活用の活性化

方 針

オートメーション化に向けた施工データの活用
５年後の
目指す姿

① 革新の標準化(ＩＣＴ) ② 省人化技術による現場施工の最適化

➣
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➣GX(電動)建機の活用を普及
➣次世代燃料の活用を普及
➣低炭素型コンクリート・アスファルトの活用を普及

方 針

建設現場でのカーボンニュートラル化実行段階への移行
５年後の
目指す姿

➣プレキャスト工法の活用拡大しつつ、現場打ち工法との最適化を図る
➣施工合理性を考慮した設計へ

方 針

設計段階からの施工合理化追求
５年後の
目指す姿

③ 建設現場の脱炭素化 ④ 設計段階から施工合理化

➣
➣
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➣３次元モデルを工事契約図書として活用
➣３次元モデル数量の活用

方 針

デジタル技術を前提とする効率的な業務への変革
５年後の
目指す姿

➣建設ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(事業)の関係ﾃﾞｰﾀをﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに保存し、関係者間で共有化

➣事業進捗に合わせたリアルタイムデータの活用により効率化
➣ASPの拡充により、建設現場のデジタル化・ペーパレス化を促進

方 針

建設プロジェクトの関連データを関係者間で共有し効率化
５年後の
目指す姿

⑤ デジタルデータの連係強化
～BIM/CIMデータの活用拡大～ ～プロジェクトデータの共有～

⑤ デジタルデータの連係強化

《ＡＳＰ拡充検討のイメージ》

《関係者間でのデータ共有のイメージ》
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➣猛暑期間を回避した工事発注
➣猛暑期間を休工可能とする工事発注

方 針

地域の実情や現場環境を踏まえた多様な働き方を選択できる環境創出
５年後の
目指す姿

➣出来形管理の３次元データ化にて代替
➣i-Con意見交換会の活用
➣中国ICTサポートトップランナーとの連携

方 針

３次元モデルの活用により、完成図書に必要なデータを集約・共有すること
で、従来の工事書類の代替化

５年後の
目指す姿

⑥ 多様な働き方の推進 ⑦ 工事書類デジタル代替化
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➣主任監督員の意識・行動力向上により、ワンデーレスポンスを徹底方 針

円滑化な施工環境の創出
５年後の
目指す姿

➣国・５県２市で毎年、共通目標を設定し、働き方改革を推進方 針

官民一体で連携し、建設業全体の働き方改革の実施
５年後の
目指す姿

⑧ プロジェクト管理の円滑化 ⑨ 地域連携の強化

➣

➣
➣
➣
➣
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